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中国の新発展モデル「双循環」とは何か 

習近平国家主席は 7 月、「国内大循環を主体として、国内外の双循環が互いに促進する経済の新発展モデ

ルを目指す」と表明した。狙いは、サプライチェーンの強靭化、消費の拡大、輸出の促進と考えられる。 

■注目が集まる「双循環」

このところ「双循環」が習近平政権の新しい経済発展モデルを示すキーワードとして注目され

るようになった。きっかけは、2020 年 5 月 14 日の政治局常務会議における「市場規模が極めて

大きく、今後も拡大余地が大きい我が国の内需の優位性を十分に発揮することによって、国内外

の双循環が互いに促進する新発展モデルを構築する」との決定であった。

習近平国家主席が 7 月 21 日の企業経営者との座談会で、「国内大循環を主体として、国内外の

双循環が互いに促進する新発展モデルを目指す」と表明すると、国内外の識者が双循環の概念に

ついて様々な解釈を表明するようになった。習主席は、10 月 14 日に開催された深セン経済特区

成立 40 周年記念式典の重要談話においても、この発言を繰り返した。しかしながら、現時点では

政府から双循環の概念について具体的な説明がなされていない。

双循環は「一帯一路」と同じように、世界で大きな話題になりながら、あいまいな概念のまま

使われることになるかもしれない。そして、人々に様々な期待を抱かせると同時に、習主席の権

威付けの役割を果たすのであろう。「一帯一路という言葉を誰がつくったのかは明らかにされて

いない。だが、それが提起されて以来、海外でも大きな反響を呼んだことは周知のとおりだ。そ

の正体ははっきりしないものの、響きが良く、かつ不明瞭なだけに人の想像力をかき立て、希望

を与えるような概念だと言ってよいだろう。」という東京大学の高原明生教授の指摘が注目され

る（『中国の外交戦略と世界秩序』昭和堂、2020 年、21 頁）。 

高原教授によると、一帯一路とは、アメリカ第一外交から近隣地域を含むユーラシア優先外交

への重点の移動、過剰生産能力と過剰建設能力の解消、習国家主席の権威付け、という三つの狙

いを持つ概念である。では、双循環とは何か。また、どのような狙いがあるのだろうか。

■サプライチェーンの強靭化

筆者は双循環とは、三つの狙いを持つ概念だと考えている。

第 1 は、サプライチェーンの強靭化である。すでに、米トランプ政権がファーウェイや中芯国

際（SMIC）向けの製造装置や部品の輸出を制限したことで、5G 基地局や半導体の生産が滞り、

ひいてはハイテク分野の成長が遅れるリスクが浮上している。米中対立は米大統領選後、さらに

激化する可能性が高い。米国は台頭する中国に対して、政治、経済、外交、安全保障面での警戒

感をあらわにし、とりわけハイテク分野での争いを意識している。米大統領選の討論会などでは、

トランプ・バイデン両陣営とも中国に対し厳しい姿勢で臨むことが示されている。今後、食糧や

エネルギーも制裁対象となりかねない。さらに、米国政府が米ドルの供給を制限することで、中

国企業の貿易に対して甚大な影響を与えることも可能な状況である。

こうしたなか、習政権はサプライチェーンの強靭化に取り組むことになろう。補助金制度の拡

充や資源国・新興国との関係強化によって、半導体や食糧、エネルギーなどの戦略的な物資の対

米依存度を引き下げていくことが重要視されよう。また、貿易決済におけるデジタル人民元の利

用を試みるなど、人民元の国際化に再び力を入れるとみられる。

米国で強まる米中デカップリング論と合わせて考えると、ハイテク分野、資源、国際通貨の分
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野において、将来的に世界が欧米や日本などのグループと、中国を中心とするグループにブロッ

ク化していく可能性を頭の片隅に置く必要があるといえよう。

■消費の拡大

第 2 は、消費の拡大である。中国は長期にわたる持続的な経済発展を実現するうえで、投資主

導型経済から消費主導型経済へ転換することが不可欠である。中国の一人当たり GDP は約 1 万ド

ルであり、所得に大きな伸びしろがある。最終消費の対 GDP 比率が 2019 年時点で 55％、個人消

費が 39％にとどまり、国際比較の観点からは消費比率の引き上げ余地も大きい。中国の家計は、

老後や子育てのために貯蓄を積み上げる傾向が強く、貯蓄率は国際的にみて高水準である。

この背景として、社会保障の整備が遅れていること、民間企業が不公平な競争を余儀なくされ

るなか、その平均寿命が短く雇用が不安定であること、戸籍制度によって居住する都市で公的な

介護や保育サービスを受けられないことなどが指摘できる。これまで、習近平政権はイノベーシ

ョンを通じた生産性・所得の引き上げや社会保障制度の整備、戸籍制度改革などを進めてきた。

これらの取り組みは一定の成果をあげているものの、依然として改善余地は大きい。

■輸出の促進

第 3 は、輸出の促進である。積極的な外資誘致や人材獲得、それらを通じた海外市場の取り込

みは引き続き注力されるだろう。確かに、中国は 14 億人の人口を抱えるなど、潜在的な市場規模

は大きく、国内経済をより重視した発展も考えられる。しかしながら、先進国の優れた技術や人

材、目の肥えた消費者、新興国の大きな潜在的な市場を無視しては、中国経済の成長の天井が大

きく低下しかねない。長期にわたって経済成長を遂げていくには、国内にこもるのではなく、人

的な交流、貿易、投資を世界と交わしていくことが必要と考えられる。

習政権もこのような考えであると推測される。双循環の元々のアイデアは、国家計画委員会（現

在の国家発展改革委員会）の王建研究員が 1980 年代後半に提唱した「国際大循環」からきている。

労働力の優位性を発揮することによって、労働集約的な産業を育成する。積極的に外資企業を誘

致する。海外の資本と市場を活用する。輸入も輸出も大きく伸ばす。その後、中国経済はまさに

こうした発展モデルによって高成長を成し遂げた。

もっとも、人件費の上昇によって、労働集約的な産業に頼るのではなく、より高付加価値な産

業にシフトしていく必要性が高まった。また、外資企業を誘致する際のアピールポイントは、廉

価な労働力から市場の大きさに変わりつつある。世界における中国資本のプレゼンスも当時から

飛躍的に高まった。国際大循環というかつての発展モデルは適合しなくなりつつあるように見え

る。

このため、習政権は新発展モデルを国内大循環と命名するという選択もあったであろう。それ

ならば、輸出と投資が経済成長をけん引する発展モデルから、消費が成長をけん引するモデルへ

転換する方針であることが一目瞭然となる。

しかしながら、習政権は新発展モデルを双循環と命名した。人民日報などの政府系メディアは

「閉鎖的な国内循環」に陥ってはならないと強く警鐘を鳴らしている。AI やビッグ・データを用

いたカメラの顔認証機能、クラウド・コンピューティングを活用したスマートシティなど「中国

発のサービス」を海外に展開する企業を強力に支援する方針も打ち出された。習政権は、「双循

環」によって輸出・投資・消費がバランスよく経済成長をけん引する発展モデルを目指すとみら

れる。
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新型コロナ禍で逆風強まる ASEAN の雇用環境 

潜在失業者や格差拡大を踏まえると、ASEAN の雇用環境は失業率が示す以上に深刻化している可能性が

ある。各国は対応策を打ち出しているものの、雇用回復には時間を要するであろう。

■悪化する ASEAN の雇用環境

新型コロナ感染拡大が続くなかでASEANの雇用

環境が大幅に悪化している。

ASEAN各国の失業率は2020年4～6月期に上昇

した（右上図）。特に、フィリピンでは 17.7％と現

行統計で最悪の水準となった。その後、活動制限が

段階的に緩和されたため、7～9 月期になると失業率

は低下したが、前年同期と比べればなお大幅な高水

準にあり、依然として雇用環境は厳しい。一方、

ASEAN 域内で最大の経済規模と人口を誇るインド

ネシアの失業率は毎年 2、8 月分のデータのみが公

表され、2020 年 8 月の数値が公表されていないた

め、新型コロナ禍の雇用への影響を確認することは

難しい。しかし、2 月の失業率（5.0％）と国家開発

企画庁の 2020 年通年の予測値（9.2％）に基づけば、

8 月の失業率は 14％程度に達したものと見込まれる。 

近年、中間層の台頭や米中対立の深刻化を背景に、

より多くの日本企業が ASEAN 経済の動向を注視し

ているが、消費購買力や社会情勢に影響を与える雇

用情勢も先行きを見るうえで重要なポイントと言え

る。以下では、新型コロナ感染拡大の ASEAN の雇

用への影響を整理し、今後を展望した。

■失業率が示す以上に深刻化

今回の新型コロナ感染拡大によって生じた景気の大幅な悪化は、二つの特徴的な動きを労働市

場にもたらした。

第 1 に潜在失業者の増加である。長引く経済活動の制限による先行きの不透明感は、アジアを

含め多くの国で従来の景気後退局面以上に労働市場からの退出者を増やしてしまった可能性があ

る。実際、マレーシア、ベトナムでは、2020 年 4～6 月期以降の労働参加率が前年同期を下回っ

ている（右下図）。労働参加率の前年同期差分を潜在失業者とみなして、それらも含めた 7～9 月

期の潜在失業率を計算すると、マレーシア：5.2％（当局発表の失業率：4.7％）、ベトナム：5.4％

（同 2.5％）と、乖離が生じている。特にベトナムは、新型コロナ感染拡大下でもプラス成長を維

持するなど、経済活動のマイナス影響は比較的軽微とされるが、潜在失業率は当局発表の失業率

を大きく上回っている。公式の失業率が急上昇したフィリピン以外も、統計に示される以上に雇

用環境が悪化していることが示唆されよう。もっとも、ASEAN 諸国のうち、タイでは例外的に労

働参加率が低下していない。これは、同国で、国や自治体の命令、事業者の判断に関わらず休業

副主任研究員 塚田 雄太
(tsukada.yuta@jri.co.jp） 
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者にも失業保険を給付するなどの対策がとられたこ

とにより、労働市場からの退出者を抑制できたため

と考えられる。

第 2 に、格差の拡大である。右上図はマレーシア、

フィリピン、タイ、ベトナムの 2020 年 4～6 月期の

就業者数の前年同期差に占める業種別割合を縦軸、

2018年の業種平均を1とした場合の業種別賃金倍率

を横軸としてプロットしたものである。このなかで、

雇用減少が目立つ業種としては、農林水産業、卸売・

小売業、その他サービス業などが指摘できる。これ

らは、工業化への構造的な変化や自然災害が影響し

た農林水産業を除けば、テレワーク化が難しく、か

つ、新型コロナの感染拡大に伴う活動制限で大きな

打撃を受けた分野である。注目されるのは、これら

の業種は総じて全体平均に比べ賃金水準が低いこと

である。その他サービスに関しても、内訳が確認で

きるフィリピン、タイ、ベトナムのデータから確認

すると、娯楽・エンターテイメントで減少しており、

この業種の賃金倍率は 0.93 と全業種平均を下回る。

新型コロナ感染抑制を目的として導入された活動制

限は、低賃金労働者を中心に雇用を奪ったといえる。

格差拡大は、社会不安につながり、政治の不安定化

の要因となる可能性もあることから、ASEAN 各国

政府にとっては喫緊の対応を要する課題である。

■雇用環境の改善には相当な時間

こうした状況下、ASEAN 各国政府は雇用対策に

力を入れている（右下表）。例えば、多くの国で減

税や公共料金の減免、金融機関への返済猶予要請な

どを通じて企業の資金繰りを支援し、雇用維持を図

っている。また、フィリピンでは感染者の接触追跡者などの雇用増にも踏み切った。

このように各国で雇用対策の拡充は進むものの、多くの対策はセーフティネットとしての色合

いが強い。雇用改善に向けて、本格的にテコ入れするのであれば、国内観光活性化やインフラ投

資の促進といった需要喚起策が重要と考えられる。

しかし、ASEAN 各国政府は脆弱な医療体制を背景に医療崩壊への警戒感が強く、感染再拡大の

兆候がみられれば活動制限の再強化が求められるため、人の往来を増やす政策には慎重にならざ

るを得ない。また、インフラ投資についても、ASEAN 各国は先進諸国に比べ行政の執行能力が低

く、割り当てた予算で円滑に実行できないことがかねてより問題となっている。

厳しい経済環境が続くなか、ASEAN の雇用環境改善には政府のサポートが欠かせない。しかし、

脆弱な医療体制や行政の執行能力の低さを考えると、回復に至るまでには時間を要すると見てお

くべきであろう。

国 主な内容

・ 失業者やインフォーマルセクター労働者に

対する職業訓練及び、起業支援

・ 法人税、輸入税等の各種減税、社会保険料

免除、零細企業向け給付金などによる企業

の資金繰り支援　　　　　　　　　　　　　   など

・ 雇用維持を目的とした賃金補助プログラム

や、失業者を雇用した企業に対する補助金

支給プログラム

・ 金融機関に対する返済猶予措置の要請や

信用保証付き貸付制度による企業の資金

繰り支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・ 影響を受けた中小・零細企業向け特別融資

制度などによる資金繰り支援

・ 接触追跡や公共施設修繕など要員の雇

用、帰国した海外労働者の就労支援   など

・ 休業者や一時失業者に対する失業保険の

給付や職業訓練

・ 事業者向け低金利ローンなどによる資金繰

り支援                                                など

・ 無利子ローン制度や社会保険料、減税によ

る資金繰り支援

・ 銀行に対する融資の条件変更要請    など

（資料）ILO、各種報道を基に日本総研作成

ベトナム

フィリ

ピン

タイ

インド

ネシア

マレー

シア

＜ASEAN各国の主な雇用対策＞

y = -16.865x + 27.493

R² = 0.7296

0

5

10

15

20

25

30

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

＜就業者数の差（2020年4～6月期の前年
同期差） に占める業種別割合と

業種別賃金倍率＞〈

減
少
し
た
就
業
者
数
に
占
め
る
業
種

別
割
合
（

2
0
2
0
年
4
～
6
月
期
の

前
年
同
期
差

）、
％

〉

＜全業種平均を1とした業種別賃金倍率
（2018年）、倍＞

農林
水産業

卸売・小売
その他サービス

建設
製造

輸送・
倉庫

飲食・宿泊

電気・ガス・水道

金融・
保険

情報・
通信

不動産・企業
向けサービス

鉱業
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韓 国 景気は持ち直すも債務リスクが高まる 

■輸出改善、政策対応により景気は回復傾向を強める

韓国経済は、4～6 月期にかけて 2 四半期連続

で成長率がマイナスとなるなど悪化が続いたが、

足元では回復の動きをみせている。

9 月の輸出（ドルベース）は前年同月比＋7.6％

と 7 カ月ぶりにプラスに転じた（右上図）。半

導体や SSD（Solid-State Drive）など IT 関連

輸出が同＋16.4％と前月の同＋10.3％から加速

し、引き続きけん引役となった。また、自動車・

同部品輸出も同＋2.0％と、7 カ月振りにプラス

に転じ、足元の輸出を押し上げている。また、

ウエイトは小さいが、新型コロナ検査キットな

どを含むバイオヘルスの輸出が同＋79.3％と大

幅な増加を続けている。

内需についても、9 月 22 日に第 4 次補正予算

が成立するなど、矢継ぎ早に打ち出された景気

対策が支えとなっている。年に 4 回の補正予算

が組まれたのは 1961 年以来であり、7.8 兆ウォ

ン（GDP 比 0.41％）の同予算では、中小企業支

援、雇用支援、低所得層向け支援、子ども支援、

防疫支援が組み込まれた。第 1 次、第 2 次、第

3 次（それぞれ 3 月、4 月、7 月に成立）と合わ

せると予算規模は GDP 比 3.5％となり、2009

年のリーマン・ショック時を大きく上回る（右

下図）。好調な輸出と財政拡張によって、韓国

経済は年末にかけて回復傾向を強めることになろう。

■懸念が高まる債務リスク

景気は持ち直している一方、家計と政府の債務残高の急速な増加への懸念が高まっている。低

金利下での不動産投資の活発化などを背景に、4～6 月期に家計金融負債は対GDP 比で 101％と、

1～3 月期の 98.7％から拡大した。また、上述した四つの補正予算によって、2020 年の政府債務

残高は対 GDP 比 43.9％と、2019 年の 37.7％から拡大する見通しである。同残高は先進国と比べ

れば低水準であるが、通貨ウォンには不安定さが残ることから、資本流出への警戒は怠れない。

この問題に神経をとがらせている当局は、10 月 5 日に政府債務残高と財政赤字をそれぞれ対 GDP

比で 60％、3％以内に抑えるという健全性維持に向けたルールの適用を発表している。 

家計、政府ともに債務残高の大幅な上昇は、中長期的に個人消費、政府支出を圧迫する要因に

なる。当局がそうしたリスクを避けるため、早期に金融引き締め、緊縮財政にかじを切る可能性

も排除できず、その場合は目先の景気下振れリスクが高まることになろう。

主任研究員 野木森 稔（nogimori.minoru@jri.co.jp） 
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（資料）CEICを基に日本総研作成

（注）カッコ内は2019年の輸出におけるシェア。
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（資料）企画財政部、ブルームバーグを基に日本総研作成
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フィリピン 活動制限再強化で景気回復に遅れ 

■活動制限再強化が景気を下押し

フィリピンでは、マニラ首都圏を中心に実施

されていた厳しい活動制限が 6 月初旬に緩和さ

れ、経済は持ち直しつつあった。しかし、感染

再拡大を受けて、8 月 4 日にマニラ首都圏など

で厳しい活動制限が再導入されたため、足元で

は景気回復の動きが停滞している。

まず、輸出が 8 月に前年同月比▲18.6％と前

月（同▲9.1％）から減少幅を大きく拡大させた

（右上図）。厳しい活動制限下で、出勤者が通

常の 5 割に制限されたことなどが響いたと考え

られる。

また、内需では、8 月の自動車販売台数が同

▲45.2％と前月（▲40.5％）から一段と減勢が

強まるなど、再び消費が落ち込んでいる。投資

の下支え要因として期待される政府主導のイン

フラプロジェクトの進捗も芳しくない。活動制

限で工事の停滞を余儀なくされたことに加え、

前年の予算執行の遅れによるベース効果のはく

落もあり、政府のインフラ投資向け歳出は 7、8

月と連続で 3 割近い減少となった。 

その後、感染拡大に落ち着きがみられたこと

から、8 月 18 日にマニラ首都圏を中心とした厳

しい活動制限が緩和され、さらに、10 月 2 日に

は車両修理や卸売・小売店舗などで活動制限が

解除された。このため、10～12 月期以降は景気

の持ち直しの動きが再び強まると見込まれる。

■新型コロナ対策法第 2 弾が成立

こうしたなか、9 月 11 日、フィリピン政府は新型コロナ感染抑制と経済立て直しの両立を図る

べく、新型コロナ対策法第 2 弾（BAYANIHANⅡ）を成立させた（右下表）。 

もっとも、BAYANIHANⅡでは景気刺激より、銀行救済や医療へのサポートなどセーフティネ

ットの拡充に多くの予算が割かれている。資本注入で銀行の貸出態度が和らぐ可能性はあるが、

景気を直接的に押し上げる効果は限定的となろう。

国内銀行の不良債権比率は 8 月に 2.8％と、昨年末時点の 2.0％から上昇傾向が続き、金融面で

波乱が起きる潜在的なリスクが高まっている。政府は不良債権を資産管理会社に移管する「金融

機関戦略的移管法（FIST）」の成立を目指しており、上記対策法とともに実施されることで金融

環境の改善につながれば、景気回復に向けた支持材料になることが期待されよう。

副主任研究員 塚田 雄太（tsukada.yuta@jri.co.jp） 
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（資料）フィリピン統計局、フィリピン予算管理庁、CEIC

（年/月）

金額

（億ペソ）
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総額　　　　1,655億ペソ（対GDP比0.85％）

主な内容

・国有銀行への資本注入

・医療従事者への補償や医療品の購入

・農業セクターの振興

・新型コロナワクチン確保

・厳格な活動制限エリアへの現金支給

・海外フィリピン人労働者の帰国支援や隔

離治療費用

・接触追跡者の新規雇用と訓練

・隔離・検疫施設の建設や公立病院の拡張

＜新型コロナ対策法第2弾（BAYANIHANⅡ）の概要＞

・観光産業における職業訓練などへの支援

・その他（スマートキャンパス整備や遠隔教

育整備など）

（資料）各種報道を基に日本総研作成

・新型コロナの影響を受けたセクターへの

資金援助プログラム

自動車販売

インフラ投資
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ベトナム 景気は持ち直すも、通貨高や米国制裁リスクが浮上 

■7～9 月期は成長率加速

ベトナムの 2020 年 7～9 月期の実質 GDP 成長

率は前年同期比＋2.6％と前期（同＋0.4％）から持

ち直した（右上図）。感染第 2 波で 7 月末から実

施された活動制限再強化に伴う景気下押し懸念は

あったものの、対象地域が限定されたことでその

影響は軽微であったようである。

需要項目別にみると、輸出の改善が回復の主因

となった。1～9 月の実質輸出は前年同期比＋0.9％

と、1～6 月期の同▲0.3％からプラスに転じた。品

目別では、コンピュータやテレビなど新型コロナ

関連特需が押し上げ材料となったほか、中国での

インフラ投資の活発化を受け鉄鋼輸出も増加した。 

一方、内需では投資が堅調であった。1～9 月期

の総資本形成は同＋3.4％と 1～6 月期の同＋1.9％

から伸び率を高めた。内訳をみると、7～9 月期の

公共投資が前年から 5 割増とけん引役になった。

一方、消費も活動制限は再度強められたものの、

影響は限定的で小幅ながら伸び率を高めている。

先行き、依然として感染再拡大による活動制限

再導入のリスクは残るものの、世界経済の緩やか

な回復による輸出増加や公共投資拡大が期待され

る。以上を総じてみれば、ベトナム景気は引き続

き回復基調を辿り、2020 年通年の成長率は＋2.7％に達すると予想される。 

■米国が為替操作の調査を開始

なお、足元では、対米関係において懸念材料が浮上している。10 月 2 日、米通商代表部は通商

法第 301 条に基づいてベトナムの為替操作に関する調査を実施すると発表した。米国は通貨ドン

が為替介入により過小評価されている可能性を指摘している。米国の対ベトナム貿易赤字は 2001

年の米越通商協定の発効以降増加傾向にあり、貿易赤字総額に占める割合も年々高まっていたこ

とが下地となっている（右下図）。さらに、米中貿易摩擦が過熱するなかで、米国向け輸出を中

国発からベトナム発に切り替える動きが加速しており、2019年はその傾向が一段と強まっている。 

 米国の調査によって為替管理が不公正と判断されれば、ベトナムは一定の通貨高を受け入れざ

るを得ないだろう。また、不公正とされる状況が続けば、米国の関税引き上げなどの制裁措置が

課される可能性もある。通貨高や制裁が現実化すれば、輸出に悪影響を与え、ベトナム景気回復

の足かせとなろう。さらに、外資企業の進出先としての魅力を落とすことで中期的な成長にもマ

イナスの影響をもたらす可能性もある。近日中に公表される米財務省・為替報告書での評価（1

月時点でベトナムは「監視リスト」入り）がどう変更されるが、まずは注目となる。

副主任研究員 塚田 雄太（tsukada.yuta@jri.co.jp） 
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中 国 投資主導で景気回復が鮮明に 

■7～9 月期は＋4.9％成長

中国では、景気の回復傾向が鮮明になっている。

7～9 月期の実質 GDP 成長率は前年同期比＋4.9％

と、4～6 月期の実績（同＋3.2％）より伸びが加速

した。

成長をけん引したのは設備投資であり、1～9 月

の固定資産投資が前年同期比＋0.8％と、2020 年入

り後初めてプラス転換した（右上図）。業種別で

は、情報通信業向けなどで引き続き堅調な増加が

みられた。また、特別地方債の発行増など、活発

な資金調達により、インフラ投資がマイナス圏か

ら脱したことも、投資全体の回復につながった。

9 月の小売売上高は前年同月比＋3.3％と、2 カ

月連続でプラスとなった。ケータリングが引き続き

低調であり、化粧品などは 8 月からスローダウンし

たものの、飲料、衣料品、事務用品といった品目の

増勢加速によって相殺されている。日用品以外では、

自動車売上が引き続き高い伸びを維持した。

外需をみると、9 月の輸出は前年同月比＋9.9％

と、4 カ月連続で加速した。世界的に新型コロナの

感染拡大が収束しないなか、各国でマスクやノート

パソコンなどの需要が急速に高まっていることに

加え、いち早く生産活動が再開された中国を仕入れ

先として依存する度合いが高まっていることが挙

げられる。サプライチェーンでの「脱中国依存」の

議論が盛んになっているものの、一部の財では中国依存がより強まっている可能性がある。一方、

9 月の輸入は前年同月比で＋13.2％と、3 カ月ぶりに前年比プラスとなった。国内生産および輸出

の回復傾向を背景に、9 カ月ぶりの高水準であった。 

■消費主導型経済への転換が今後の課題

景気の先行きを展望すると、消費主導型経済への転換が成長持続のカギになると考えられる。

それに対して、足元の景気回復は消費が伸び悩むなか、投資で補っている（右下図）。中国はか

つて投資主導で高成長を遂げたが、2008 年のリーマン・ショック後には過剰債務・過剰設備とい

う構造問題を抱えることにもなった。そうした観点から、当局は投資偏重の是正を引き続き考え

ていく必要があろう。

なお、国慶節の大型連休期間の国内観光客数は 6.4 億人と、前年同期の 80％の水準にとどまっ

た。消費の自律的で力強い回復には時間がかかるとみられる。当局は消費マインドを喚起してい

く必要があるが、それには効果が一時的な消費刺激策では不十分である。新型コロナによって大

きく変わった消費者のニーズに合わせ、産業構造の転換を促す取り組みも重要となろう。

主任研究員 佐野 淳也（sano.junya@jri.co.jp） 

＜需要項目別成長寄与度＞
（％）

10

5

0

最終消費
総資本形成
純輸出
実質GDP成長率

▲ 10

▲ 5

2018 19 20

（年/期）
（資料）国家統計局、CEIC

▲ 30

▲ 25

▲ 20

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

2018 19 20

（％）

（年/月）

固定資産投資

小売売上高

（資料）国家統計局、CEIC

（注1）小売売上高は、前年同月比（1月、2月は1～2月

の前年同期比）。
（注2）固定資産投資は、年初来累計比。

＜投資・消費関連指標＞



 ASIA MONTHLY 2020 年 11 月（No.236） 

JAPAN RESEARCH INSTITUTE 
  9

１．経済規模と所得水準（2019年）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

名目GDP（億米ﾄﾞﾙ） 16,429 6,113 3,661 3,722 5,438 3,649 11,192 3,594 143,457 28,689 2,619

人口(百万人） 51.7 23.6 7.5 5.7 66.6 32.6 266.9 107.3 1,400.1 1,367.6 96.5
1人当たりGDP(米ﾄﾞﾙ） 31,772 25,897 48,804 65,249 8,170 11,198 4,193 3,349 10,247 2,098 2,715

（注1）インドの表1～10は年度、表11～13は暦年。

２．実質GDP成長率(前年比、前年同期比、％)

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 2.9 2.7 2.9 3.4 4.2 4.8 5.2 6.3 6.7 6.1 7.1
2019年 2.0 2.7 -1.2 0.7 2.4 4.3 5.0 6.0 6.1 4.2 7.0

2018年1～3月 3.0 3.2 4.5 4.8 5.0 5.2 5.1 6.5 6.9 8.2 7.5
4～6月 3.1 3.4 3.4 4.9 4.6 4.7 5.3 6.4 6.9 7.1 6.7
7～9月 2.4 2.5 2.6 3.0 3.2 4.4 5.2 6.1 6.7 6.2 6.8

10～12月 3.1 2.0 1.1 1.1 3.8 4.8 5.2 6.4 6.5 5.6 7.3
2019年1～3月 1.8 1.8 0.7 1.0 2.9 4.5 5.1 5.7 6.4 5.7 6.8

4～6月 2.1 2.6 0.4 0.2 2.4 4.8 5.1 5.4 6.2 5.2 6.7
7～9月 2.0 3.0 -2.8 0.7 2.6 4.4 5.0 6.3 6.0 4.4 7.5

10～12月 2.3 3.3 -3.0 1.0 1.5 3.6 5.0 6.7 6.0 4.1 7.0
2020年1～3月 1.4 2.2 -9.1 -0.3 -2.0 0.7 3.0 -0.7 -6.8 3.1 3.7

4～6月 -2.7 -0.6 -9.0 -13.3 -12.2 -17.1 -5.3 -16.5 3.2 -23.9 0.4
7～9月 -7.0 4.9 2.6

３．製造業生産指数(前年比、前年同月比、％)

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 1.4 3.9 1.3 7.0 3.7 4.8 4.5 7.9 6.2 3.8 12.3
2019年 0.1 -0.4 0.4 -1.4 -3.6 3.6 4.0 -6.9 5.7 -1.4 10.5

2019年1月 -0.4 -1.4 4.6 0.4 4.2 4.9 -0.3 5.3 1.3 10.2
2月 -3.7 -2.5 4.0 -1.4 3.7 0.6 -6.2 5.3 -0.3 12.3
3月 -2.7 -10.2 1.5 -7.8 -2.5 4.1 7.9 -4.4 8.5 3.1 10.2
4月 0.1 0.7 4.2 1.5 4.3 3.2 -11.8 5.4 2.5 10.0
5月 0.5 -2.6 -2.4 -3.2 4.2 4.0 -6.9 5.0 4.4 11.6
6月 -2.2 -1.0 0.4 -3.1 -5.1 3.8 3.6 -7.7 6.3 0.3 10.6
7月 1.9 4.1 4.7 -3.2 4.0 4.6 -7.9 4.8 4.8 10.4
8月 -2.2 2.4 -7.3 -4.4 3.6 4.0 -11.2 4.4 -1.7 10.3
9月 1.6 -0.5 0.5 -1.4 -5.0 2.5 4.5 -6.5 5.8 -4.3 12.6

10月 -0.9 -3.0 3.9 -8.0 2.3 6.7 -5.8 4.7 -5.7 10.8
11月 1.3 2.1 -12.3 -8.0 2.7 3.2 -7.2 6.2 3.0 6.5
12月 6.9 6.7 -0.5 -3.7 -4.4 3.4 0.9 -6.8 6.9 -0.3 7.0

2020年1月 -2.6 -1.9 3.4 -4.0 2.2 -0.8 -1.5 -13.5 1.8 -4.8
2月 11.9 21.5 -1.0 -4.2 6.2 2.0 2.0 -13.5 3.8 26.4
3月 8.2 11.9 -4.6 21.0 -10.5 -4.1 -13.4 -1.1 -22.8 7.3
4月 -5.1 4.9 11.7 -18.2 -37.2 -40.1 3.9 -66.6 -11.3
5月 -9.9 1.8 -8.3 -23.8 -22.6 -30.1 4.4 -37.8 1.4
6月 -0.6 7.6 -5.1 -6.4 -17.8 4.7 -19.2 4.8 -16.0 10.3
7月 -2.2 2.8 -7.6 -12.9 2.9 -17.2 4.8 -11.6 2.1
8月 -3.1 4.1 13.7 -9.3 2.4 -13.8 5.6 -8.6 -0.1
9月 6.9 4.6

（注2）中国は工業生産付加価値指数。

４．消費者物価指数（前年比、前年同月比、％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 1.5 1.3 2.4 0.4 1.1 1.0 3.2 5.2 2.1 3.4 3.5
2019年 0.4 0.6 2.9 0.6 0.7 0.7 2.8 2.5 2.9 4.8 2.8

2019年1月 0.8 0.2 2.4 0.4 0.3 -0.7 2.8 4.4 1.7 2.0 2.6
2月 0.5 0.2 2.1 0.5 0.7 -0.4 2.7 3.8 1.5 2.6 2.6
3月 0.4 0.6 2.1 0.7 1.2 0.2 2.5 3.3 2.3 2.9 2.7
4月 0.6 0.7 2.9 0.9 1.2 0.2 2.8 3.0 2.5 3.0 2.9
5月 0.7 0.9 2.8 0.9 1.1 0.2 3.1 3.2 2.7 3.0 2.9
6月 0.7 0.9 3.3 0.5 0.9 1.5 2.8 2.7 2.7 3.2 2.2
7月 0.6 0.4 3.3 0.2 1.0 1.4 2.8 2.4 2.8 3.1 2.4
8月 0.0 0.4 3.5 0.4 0.5 1.5 3.1 1.7 2.8 3.3 2.3
9月 -0.4 0.4 3.2 0.4 0.3 1.1 3.1 0.9 3.0 4.0 2.0

10月 0.0 0.4 3.1 0.5 0.1 1.1 2.9 0.8 3.8 4.6 2.2
11月 0.2 0.6 3.0 0.6 0.2 0.9 2.7 1.3 4.5 5.5 3.5
12月 0.7 1.1 2.9 0.8 0.9 1.0 2.6 2.5 4.5 7.4 5.2

2020年1月 1.5 1.9 1.4 0.8 1.1 1.6 2.7 2.9 5.4 7.6 6.4
2月 1.1 -0.2 2.2 0.3 0.7 1.3 3.0 2.6 5.2 6.6 5.4
3月 1.0 0.0 2.3 0.0 -0.5 -0.2 3.0 2.5 4.3 5.8 4.9
4月 0.1 -1.0 1.9 -0.7 -3.0 -2.9 2.7 2.2 3.3 7.2 2.9
5月 -0.3 -1.2 1.5 -0.8 -3.4 -2.9 2.2 2.1 2.4 6.3 2.4
6月 0.0 -0.7 0.7 -0.5 -1.6 -1.9 2.0 2.5 2.5 6.2 3.2
7月 0.3 -0.5 -2.3 -0.4 -1.0 -1.3 1.5 2.7 2.7 6.7 3.4
8月 0.7 -0.3 -0.4 -0.4 -0.5 -1.4 1.3 2.4 2.4 6.7 3.2
9月 1.0 -0.6 -2.2 -0.7 -1.4 1.4 2.3 1.7 7.3 3.0

アジア諸国・地域の主要経済指標
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５．失業率（％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 3.8 3.7 2.8 2.1 1.1 3.3 5.3 5.3 4.9 2.2
2019年 3.8 3.7 2.9 2.3 1.0 3.3 5.3 5.1 5.2 2.2

2019年1月 4.5 3.6 2.6 1.0 3.3 5.2 5.1
2月 4.7 3.7 2.6 0.8 3.3 5.0 5.3
3月 4.3 3.7 2.8 2.0 0.9 3.4 5.2 2.2
4月 4.4 3.7 2.8 1.0 3.4 5.1 5.0
5月 4.0 3.7 2.9 1.1 3.3 5.0
6月 4.0 3.7 2.9 3.0 0.9 3.3 5.1 2.2
7月 3.9 3.8 3.0 1.1 3.3 5.4 5.3
8月 3.0 3.9 3.0 1.0 3.3 5.3 5.2
9月 3.1 3.8 3.0 2.0 1.0 3.3 5.2 2.2

10月 3.0 3.8 3.2 0.9 3.3 4.5 5.1
11月 3.1 3.7 3.2 1.1 3.3 5.1
12月 3.4 3.7 3.1 2.0 1.0 3.3 5.2 2.2

2020年1月 4.1 3.6 3.1 1.1 3.2 5.3 5.3
2月 4.1 3.7 3.4 1.1 3.3 5.0 6.2
3月 4.2 3.7 4.2 2.2 1.0 3.9 5.9 2.2
4月 4.2 4.0 5.2 5.0 17.7 6.0
5月 4.5 4.1 6.0 5.3 5.9
6月 4.3 4.0 6.2 3.8 4.9 5.7 2.7
7月 4.0 4.0 6.3 2.1 4.7 10.0 5.7
8月 3.1 4.0 6.4 1.9 4.7 5.6
9月 3.6 3.8 6.7 5.4 2.5

（注3）2020年6月号以降、中国の失業率を登録ベース失業率からサンプル調査ベース失業率に系列変更。

６．輸出（通関ベース、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2018年 604,860 5.4 334,007 5.9 531,259 6.8 411,760 10.3 252,957 6.9
2019年 542,233 -10.4 329,157 -1.5 509,695 -4.1 390,421 -5.2 246,269 -2.6

2019年1月 46,169 -6.2 27,115 -0.5 44,471 -0.7 32,840 -1.7 18,991 -5.9
2月 39,482 -11.3 20,317 -8.4 29,139 -7.2 29,443 -0.2 21,612 5.7
3月 47,003 -8.4 28,449 -4.5 43,780 -1.3 32,660 -5.8 21,508 -5.0
4月 48,781 -2.1 25,559 -3.7 40,986 -2.6 32,548 -3.7 18,554 -2.8
5月 45,704 -9.8 27,549 -4.8 43,715 -2.4 34,023 -5.8 21,005 -6.3
6月 44,008 -13.8 28,210 0.4 39,561 -8.8 30,412 -10.3 21,403 -2.2
7月 46,078 -11.1 28,094 -0.4 43,339 -5.3 33,336 -5.9 21,234 4.4
8月 44,020 -14.0 28,776 2.7 44,979 -6.2 32,617 -11.5 21,955 -3.8
9月 44,629 -11.9 28,084 -4.7 44,376 -7.3 31,540 -5.7 20,409 -1.7

10月 46,649 -15.0 28,974 -1.5 44,443 -9.2 34,171 -8.8 20,770 -4.5
11月 44,041 -14.5 28,554 3.2 45,896 -1.4 33,609 -5.1 19,649 -7.4
12月 45,668 -5.3 29,474 3.9 45,009 3.5 33,221 4.7 19,179 -1.2

2020年1月 43,110 -6.6 25,048 -7.6 34,660 -22.1 31,172 -5.1 19,626 3.3
2月 40,919 3.6 25,369 24.9 30,680 5.3 29,377 -0.2 20,642 -4.5
3月 46,206 -1.7 28,251 -0.7 41,680 -4.8 30,911 -5.4 22,405 4.2
4月 36,299 -25.6 25,218 -1.3 39,924 -2.6 27,065 -16.8 18,948 2.1
5月 34,843 -23.8 27,000 -2.0 40,972 -6.3 25,012 -26.5 16,278 -22.5
6月 39,225 -10.9 27,126 -3.8 39,433 -0.3 28,456 -6.4 16,444 -23.2
7月 42,793 -7.1 28,190 0.3 42,378 -2.2 30,091 -9.7 18,819 -11.4
8月 39,534 -10.2 31,163 8.3 44,448 -1.2 31,406 -3.7 20,212 -7.9
9月 48,041 7.6 30,712 9.4 31,174 -1.2

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2018年 248,830 14.2 180,013 6.6 69,307 0.9 2,486,696 9.9 330,079 8.8 243,697 13.3
2019年 240,300 -3.4 167,683 -6.8 70,927 2.3 2,499,482 0.5 313,298 -5.1 264,268 8.4

2019年1月 20,977 -0.4 14,028 -3.8 5,293 -6.4 218,008 9.3 26,407 3.9 22,183 9.4
2月 16,606 -8.0 12,789 -9.5 5,252 0.5 135,330 -20.7 26,862 3.2 13,879 -3.5
3月 21,015 -3.4 14,448 -6.9 6,031 0.1 198,234 14.0 32,725 12.2 22,757 7.1
4月 20,967 -3.7 13,068 -9.9 5,652 3.1 193,606 -2.7 26,038 0.3 20,419 10.3
5月 20,319 -2.9 14,752 -8.9 6,200 1.8 213,918 1.1 29,850 3.1 21,889 9.4
6月 18,434 -6.5 11,763 -9.1 6,150 3.9 212,466 -1.5 25,027 -7.8 21,437 7.7
7月 21,774 1.9 15,238 -6.4 6,252 4.8 221,772 3.4 26,232 1.9 22,930 10.9
8月 19,471 -2.8 14,262 -10.1 6,303 1.4 214,873 -1.0 25,992 -6.5 25,856 10.3
9月 18,712 -7.1 14,080 -5.9 6,080 0.4 218,215 -3.2 26,020 -6.6 23,301 10.4

10月 21,700 -7.1 14,881 -6.5 6,342 0.5 212,979 -0.8 26,212 -1.7 24,291 7.6
11月 19,481 -4.8 13,944 -6.1 5,623 -0.2 221,442 -1.3 25,744 -1.3 22,798 4.7
12月 20,846 3.3 14,429 1.0 5,751 21.6 238,638 8.1 27,096 -2.7 22,528 13.8

2020年1月 20,624 -1.7 13,632 -2.8 5,789 9.4 212,230 -2.7 25,853 -2.1 18,402 -17.0
2月 17,886 7.7 14,061 9.9 5,401 2.8 80,575 -40.5 27,743 3.3 20,987 51.2
3月 18,651 -11.3 14,068 -2.6 4,543 -24.7 185,133 -6.6 21,491 -34.3 24,003 5.5
4月 14,896 -29.0 12,163 -6.9 2,834 -49.9 200,114 3.4 10,271 -60.6 17,601 -13.8
5月 14,448 -28.9 10,454 -29.1 4,534 -26.9 207,147 -3.2 19,183 -35.7 19,180 -12.4
6月 19,382 5.1 12,009 2.1 5,381 -12.5 213,574 0.5 21,915 -12.4 22,585 5.4
7月 21,720 -0.2 13,703 -10.1 5,681 -9.1 237,631 7.2 23,638 -9.9 24,873 8.5
8月 18,915 -2.9 13,096 -8.2 5,128 -18.6 235,259 9.5 22,701 -12.7 27,702 7.1
9月 14,008 -0.5 239,758 9.9 27,580 6.0 27,163 16.6

ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ
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 ７．輸入（通関ベース、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2018年 535,202 11.9 284,792 10.7 602,985 7.8 370,505 13.0 248,201 12.0
2019年 503,343 -6.0 285,651 0.3 563,867 -6.5 359,057 -3.1 236,260 -4.8

2019年1月 45,153 -1.4 26,225 6.8 45,784 -6.3 30,644 5.2 22,991 13.8
2月 36,651 -12.2 15,247 -20.5 35,362 -4.1 26,645 1.6 17,496 -10.2
3月 41,992 -6.5 25,365 6.4 51,328 -0.2 29,787 -1.5 19,412 -7.7
4月 45,047 3.1 22,849 1.9 45,460 -5.4 30,451 4.4 19,901 -1.3
5月 43,620 -1.9 23,081 -5.8 48,138 -4.3 31,109 -2.9 20,709 -1.3
6月 40,105 -10.9 24,384 6.6 46,613 -7.3 28,617 -6.0 18,102 -9.9
7月 43,762 -2.6 24,503 -5.5 47,456 -8.3 30,868 -6.4 21,023 1.3
8月 42,457 -4.3 22,760 -3.4 48,556 -11.0 29,612 -7.5 19,751 -15.1
9月 38,741 -5.6 24,933 -0.7 48,414 -10.2 28,608 -5.4 19,128 -4.6

10月 41,397 -14.6 25,022 -4.1 48,344 -11.5 30,854 -9.7 20,227 -7.7
11月 40,729 -13.0 24,284 5.7 49,239 -5.8 31,208 -4.9 19,069 -14.0
12月 43,687 -0.8 26,999 13.9 49,173 -1.7 30,653 -1.3 18,451 1.9

2020年1月 42,735 -5.4 21,611 -17.6 38,596 -15.7 30,465 -0.6 21,181 -7.9
2月 37,004 1.0 22,071 44.8 35,638 0.8 28,404 6.6 16,744 -4.3
3月 41,811 -0.4 25,468 0.4 46,149 -10.1 28,535 -4.2 20,813 7.2
4月 37,891 -15.9 22,945 0.4 42,935 -5.6 25,217 -17.2 16,486 -17.2
5月 34,514 -20.9 22,276 -3.5 42,743 -11.2 22,190 -28.7 13,584 -34.4
6月 35,619 -11.2 22,296 -8.6 43,735 -6.2 25,207 -11.9 14,834 -18.1
7月 38,700 -11.6 22,827 -6.8 46,225 -2.6 27,295 -11.6 15,476 -26.4
8月 35,737 -15.8 24,692 8.5 46,336 -4.6 26,648 -10.0 15,863 -19.7
9月 39,345 1.6 23,576 -5.4

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2018年 218,110 11.9 188,711 20.2 112,841 17.4 2,135,748 15.8 514,050 10.6 236,869 11.2
2019年 205,095 -6.0 171,276 -9.2 111,593 -1.1 2,078,409 -2.7 474,704 -7.7 253,393 7.0

2019年1月 17,960 -3.0 15,005 -2.0 9,565 7.7 179,670 -0.8 41,455 1.9 21,563 6.9
2月 13,633 -13.2 12,465 -12.1 7,985 2.9 132,371 -4.3 36,591 -3.4 14,694 4.7
3月 17,091 -4.6 13,747 -5.0 9,366 12.0 166,867 -7.1 43,690 2.1 21,147 11.2
4月 18,086 -1.5 15,399 -4.7 9,451 2.9 180,532 4.5 42,387 6.1 20,901 19.4
5月 18,022 -3.6 14,607 -17.3 9,849 -1.2 172,773 -8.2 46,683 6.3 23,077 9.7
6月 15,775 -13.3 11,495 2.0 8,786 -7.2 162,817 -6.8 41,032 -8.4 19,462 1.0
7月 17,901 -7.5 15,518 -15.2 9,893 -0.9 177,758 -4.9 40,431 -8.9 22,668 6.3
8月 16,831 -14.5 14,169 -15.7 9,307 -5.2 180,157 -5.5 39,852 -12.9 22,363 5.5
9月 16,604 1.4 14,263 -2.4 9,489 -5.8 179,137 -8.2 37,690 -12.0 21,499 10.5

10月 17,503 -9.4 14,759 -16.5 9,914 -7.6 170,671 -6.1 37,986 -15.0 22,262 2.4
11月 17,871 -3.0 15,340 -9.2 9,275 -4.5 184,266 1.0 38,523 -11.8 21,344 -0.8
12月 17,818 1.5 14,507 -5.6 8,712 -2.1 191,390 16.7 39,594 -6.5 22,412 9.1

2020年1月 17,673 -1.6 14,269 -4.9 9,293 -2.8 157,024 -12.6 41,149 -0.7 18,723 -13.2
2⽉ 14,854 9.0 11,548 -7.4 7,057 -11.6 142,626 7.7 37,904 3.6 18,822 28.1
3月 15,784 -7.6 13,352 -2.9 6,911 -26.2 165,074 -1.1 31,471 -28.0 22,086 4.4
4月 15,731 -13.0 12,535 -18.6 3,283 -65.3 154,912 -14.2 17,126 -59.6 18,821 -10.0
5月 12,053 -33.1 8,439 -42.2 5,855 -40.6 144,115 -16.6 22,205 -52.4 17,948 -22.2
6月 14,502 -8.1 10,760 -6.4 6,757 -23.1 167,153 2.7 21,070 -48.6 20,644 6.1
7月 15,812 -11.7 10,464 -32.6 7,541 -23.8 175,302 -1.4 28,472 -29.6 22,097 -2.5
8月 15,754 -6.4 10,742 -24.2 7,204 -22.6 176,334 -2.1 29,473 -26.0 22,717 1.6
9月 11,571 -18.9 202,759 13.2 30,310 -19.6 24,204 12.6

ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ

８．貿易収支(100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 69,657 49,216 -71,726 41,255 4,756 30,720 -8,699 -43,533 350,947 -183,971 6,828
2019年 38,890 43,506 -54,172 31,364 10,009 35,205 -3,593 -40,666 421,073 -161,407 10,874

2019年1月 1,016 890 -1,313 2,196 -4,000 3,017 -977 -4,272 38,338 -15,048 620
2月 2,830 5,070 -6,223 2,798 4,116 2,973 323 -2,733 2,959 -9,729 -815
3月 5,011 3,085 -7,547 2,874 2,096 3,923 701 -3,335 31,367 -10,965 1,610
4月 3,734 2,710 -4,473 2,097 -1,347 2,882 -2,331 -3,799 13,074 -16,350 -482
5月 2,084 4,468 -4,423 2,914 296 2,296 145 -3,649 41,145 -16,834 -1,189
6月 3,904 3,827 -7,052 1,794 3,301 2,659 268 -2,636 49,649 -16,005 1,974
7月 2,316 3,591 -4,118 2,468 211 3,874 -280 -3,641 44,015 -14,199 262
8月 1,563 6,016 -3,577 3,005 2,204 2,640 93 -3,005 34,716 -13,860 3,493
9月 5,888 3,151 -4,038 2,932 1,280 2,108 -183 -3,409 39,078 -11,670 1,801

10月 5,252 3,951 -3,901 3,317 544 4,197 122 -3,573 42,308 -11,774 2,029
11月 3,312 4,270 -3,343 2,401 580 1,609 -1,396 -3,652 37,176 -12,779 1,454
12月 1,981 2,475 -4,164 2,568 728 3,028 -78 -2,962 47,248 -12,498 116

2020年1月 375 3,437 -3,936 707 -1,556 2,950 -637 -3,504 55,206 -15,296 -322
2月 3,915 3,298 -4,958 972 3,897 3,032 2,513 -1,656 -62,051 -10,162 2,166
3月 4,395 2,783 -4,470 2,377 1,592 2,867 716 -2,368 20,059 -9,980 1,917
4月 -1,592 2,273 -3,011 1,848 2,462 -835 -372 -449 45,202 -6,855 -1,220
5月 329 4,723 -1,771 2,822 2,695 2,395 2,016 -1,321 63,033 -3,023 1,232
6月 3,606 4,829 -4,302 3,249 1,610 4,880 1,249 -1,375 46,421 844 1,941
7月 4,092 5,362 -3,847 2,796 3,343 5,908 3,238 -1,860 62,329 -4,834 2,776
8月 3,797 6,471 -1,887 4,758 4,349 3,162 2,353 -2,076 58,925 -6,772 4,986
9月 8,696 7,136 2,760 2,438 36,999 -2,720 2,959
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９．経常収支（100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 77,467 70,843 13,518 64,114 28,423 8,008 -30,633 -8,877 25,499 -57,180 5,769
2019年 59,971 65,141 22,464 63,152 37,033 12,280 -30,376 -3,386 141,335 -24,550 12,478

2018年12月 4,914 20,512 4,638 14,667 4,092 2,576 -9,531 -443 51,152 -17,738 -907
2019年1月 3,296 1,348 -1,366

2月 3,850 5,777 438
3月 5,040 17,119 3,707 13,059 5,067 4,137 -6,580 -782 30,074 -4,628 1,677
4月 -393 1,225 -931
5月 5,176 -557 -356
6月 5,665 17,415 4,268 18,083 3,823 3,458 -8,208 357 30,517 -14,977 -300
7月 6,585 1,946 -192
8月 4,861 4,493 371
9月 7,759 13,638 9,164 17,596 3,801 2,904 -7,491 -535 40,214 -7,553 6,261

10月 7,827 2,853 -293
11月 5,975 3,052 -1,040
12月 4,331 16,969 5,329 14,383 4,204 1,802 -8,096 944 40,531 -2,605 4,840

2020年1月 1,007 3,092 -839
2月 6,367 5,178 1,032
3月 5,961 18,110 -1,141 11,532 623 2,274 -3,749 -217 -33,696 584 3,139
4月 -3,331 0 2,284
5月 2,286 726 1,057
6月 6,880 21,769 7,810 12,730 -51 1,749 -2,896 1,041 110,168 19,798 -323
7月 7,452 1,736
8月 6,566 2,996

10．外貨準備（年末値、月末値、金を除く、100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 398,900 461,784 424,584 287,673 199,296 99,851 117,425 71,040 3,072,712 389,800 55,453
2019年 404,021 478,126 441,248 279,450 216,821 101,726 125,339 79,824 3,107,924 447,229 78,335

2019年1月 400,718 463,043 432,019 293,889 203,378 100,534 116,765 74,080 3,087,924 377,504
2月 399,879 463,935 434,350 292,504 206,047 100,768 119,934 74,421 3,090,180 379,110
3月 400,458 464,078 437,897 295,830 205,792 101,398 121,269 75,399 3,098,761 389,800 62,376
4月 399,234 464,828 436,325 296,812 204,152 101,800 121,063 75,755 3,094,953 395,771
5月 397,178 464,434 437,701 265,451 203,498 100,680 117,113 77,025 3,101,004 398,909
6月 398,277 466,969 445,595 273,943 208,837 100,972 120,282 76,916 3,119,234 405,532 64,280
7月 398,318 467,230 448,345 272,673 211,373 102,161 122,299 77,160 3,103,697 403,315
8月 396,689 468,169 432,741 272,370 212,650 101,739 122,552 78,015 3,107,176 401,010
9月 398,525 469,489 438,586 272,239 213,249 101,144 120,570 77,566 3,092,431 407,057 69,187

10月 401,529 472,476 440,532 276,796 215,298 101,366 122,910 77,818 3,105,161 418,101
11月 402,666 474,051 434,152 276,004 213,783 101,314 122,954 78,212 3,095,591 424,510
12月 404,021 478,126 441,248 279,450 216,821 101,726 125,339 79,824 3,107,924 432,032 78,335

2020年1月 404,858 479,131 445,576 278,625 222,444 102,271 127,734 78,853 3,115,497 442,303
2月 404,377 479,680 445,602 282,995 221,616 101,509 126,295 80,171 3,106,718 451,359
3月 395,420 480,385 437,529 279,147 218,697 99,684 116,886 80,846 3,060,633 447,229 81,679
4月 399,188 481,782 441,205 301,773 227,374 100,465 123,559 82,927 3,091,459 448,801
5月 402,516 484,515 442,242 300,991 228,697 100,926 126,199 85,272 3,101,692 460,662
6月 405,960 488,691 445,773 312,497 232,771 101,199 127,244 85,454 3,112,328 471,797 83,747
7月 411,731 496,171 449,858 321,351 240,583 102,007 130,117 86,005 3,154,391 496,943
8月 414,156 498,169 449,799 327,530 244,774 102,210 132,061 86,916 3,164,609 505,033
9月 415,750 499,598 453,300 328,022 241,725 102,700 130,366 88,896 3,142,562

（注4）ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは金を含む。

11．為替レート（対米ドル、年平均、月中平均）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 1,100.4 30.14 7.8374 1.349 32.32 4.04 14,238 52.68 6.6154 68.40 23,017
2019年 1,173.2 30.25 7.8041 1.356 30.20 4.15 13,998 50.76 7.0119 71.15 23,175

2019年1月 1,121.0 30.81 7.8412 1.356 31.82 4.12 14,153 52.42 6.7923 70.69 23,196
2月 1,122.5 30.81 7.8480 1.354 31.31 4.08 14,035 52.16 6.7397 71.18 23,200
3月 1,132.0 30.86 7.8494 1.354 31.74 4.08 14,207 52.50 6.7137 69.50 23,196
4月 1,142.7 30.85 7.8446 1.356 31.86 4.12 14,140 51.99 6.7170 69.42 23,209
5月 1,183.3 31.24 7.8480 1.371 31.80 4.17 14,385 52.24 6.8554 69.79 23,352
6月 1,172.4 31.25 7.8267 1.362 31.11 4.16 14,204 51.71 6.8992 69.40 23,339
7月 1,177.5 31.08 7.8127 1.362 30.82 4.12 14,037 51.12 6.8784 68.76 23,222
8月 1,210.7 31.39 7.8419 1.385 30.76 4.19 14,246 52.17 7.0646 71.22 23,213
9月 1,195.5 31.09 7.8353 1.380 30.58 4.18 14,098 52.08 7.1179 71.37 23,206

10月 1,183.5 30.69 7.8421 1.370 30.36 4.19 14,111 51.44 7.0960 71.03 23,204
11月 1,168.9 30.48 7.8283 1.362 30.25 4.16 14,074 50.76 7.0212 71.53 23,201
12月 1,173.2 30.25 7.8041 1.356 30.20 4.15 13,998 50.76 7.0119 71.15 23,175

2020年1月 1,167.0 30.02 7.7734 1.351 30.46 4.08 13,739 50.85 6.9161 71.27 23,177
2月 1,194.9 30.17 7.7753 1.390 31.33 4.16 13,808 50.77 6.9971 71.56 23,240
3月 1,217.3 30.17 7.7638 1.417 32.11 4.30 15,212 50.99 7.0221 74.56 23,360
4月 1,222.7 30.06 7.7513 1.423 32.64 4.35 15,829 50.67 7.0711 76.19 23,480
5月 1,229.0 29.94 7.7523 1.418 32.08 4.34 14,882 50.57 7.1111 75.70 23,346
6月 1,207.5 29.70 7.7504 1.394 31.16 4.28 14,227 50.04 7.0835 75.74 23,220
7月 1,198.1 29.47 7.7511 1.387 31.42 4.26 14,572 49.39 7.0078 74.92 23,180
8月 1,186.6 29.43 7.7503 1.369 31.21 4.19 14,705 48.76 6.9281 74.65 23,168
9月 1,177.4 29.25 7.7502 1.366 31.37 4.15 14,856 48.51 6.8128 73.54 23,172
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12．政策金利（年末値、月末値、％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 1.75 1.38 2.75 1.75 3.25 6.00 4.75 4.35 6.50 6.25
2019年 1.25 1.38 2.49 1.25 3.00 5.00 4.00 4.35 5.15 6.00

2019年1月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.25 6.00 4.75 4.35 6.50 6.25
2月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.25 6.00 4.75 4.35 6.25 6.25
3月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.25 6.00 4.75 4.35 6.25 6.25
4月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.25 6.00 4.75 4.35 6.00 6.25
5月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.00 6.00 4.50 4.35 6.00 6.25
6月 1.75 1.38 2.75 1.75 3.00 6.00 4.50 4.35 5.75 6.25
7月 1.50 1.38 2.75 1.75 3.00 5.75 4.50 4.35 5.75 6.25
8月 1.50 1.38 2.50 1.50 3.00 5.50 4.25 4.35 5.40 6.25
9月 1.50 1.38 2.25 1.50 3.00 5.25 4.00 4.35 5.40 6.00

10月 1.25 1.38 2.00 1.50 3.00 5.00 4.00 4.35 5.15 6.00
11月 1.25 1.38 2.00 1.25 3.00 5.00 4.00 4.35 5.15 6.00
12月 1.25 1.38 2.49 1.25 3.00 5.00 4.00 4.35 5.15 6.00

2020年1月 1.25 1.38 2.00 1.25 2.75 5.00 4.00 4.35 5.15 6.00
2月 1.25 1.38 2.00 1.00 2.75 4.75 3.75 4.35 5.15 6.00
3月 0.75 1.13 1.65 0.75 2.50 4.50 3.25 4.35 4.40 5.00
4月 0.75 1.13 1.11 0.75 2.50 4.50 2.75 4.35 4.40 5.00
5月 0.50 1.13 0.62 0.50 2.00 4.50 2.75 4.35 4.00 4.50
6月 0.50 1.13 0.50 0.50 2.00 4.25 2.25 4.35 4.00 4.50
7月 0.50 1.13 0.50 0.50 1.75 4.00 2.25 4.35 4.00 4.50
8月 0.50 1.13 0.50 0.50 1.75 4.00 2.25 4.35 4.00 4.50
9月 0.50 1.13 0.50 0.50 1.75 4.00 2.25 4.35 4.00 4.50

13．株価（年末値、月末値、ポイント）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2018年 2,041 9,727 25,846 3,069 1,564 1,691 6,194 7,466 2,494 36,068 893
2019年 2,198 11,997 28,190 3,223 1,580 1,589 6,300 7,815 3,050 41,254 961

2019年1月 2,205 9,932 27,942 3,190 1,642 1,684 6,533 8,007 2,585 36,257 911
2月 2,195 10,389 28,633 3,213 1,653 1,708 6,443 7,705 2,941 35,867 965
3月 2,141 10,641 29,051 3,213 1,639 1,644 6,469 7,921 3,091 38,673 981
4月 2,204 10,968 29,699 3,400 1,674 1,642 6,455 7,953 3,078 39,032 980
5月 2,042 10,498 26,901 3,118 1,620 1,651 6,209 7,970 2,899 39,714 960
6月 2,131 10,731 28,543 3,322 1,730 1,672 6,359 8,000 2,979 39,395 950
7月 2,025 10,824 27,778 3,301 1,712 1,635 6,391 8,046 2,933 37,481 992
8月 1,968 10,618 25,725 3,107 1,655 1,612 6,328 7,980 2,886 37,333 984
9月 2,063 10,830 26,092 3,120 1,637 1,584 6,169 7,779 2,905 38,667 997

10月 2,083 11,359 26,907 3,230 1,601 1,598 6,228 7,977 2,929 40,129 999
11月 2,088 11,490 26,346 3,194 1,591 1,562 6,012 7,739 2,872 40,794 971
12月 2,198 11,997 28,190 3,223 1,580 1,589 6,300 7,815 3,050 41,254 961

2020年1月 2,119 11,495 26,313 3,154 1,514 1,531 5,940 7,201 2,977 40,723 937
2月 1,987 11,292 26,130 3,011 1,341 1,483 5,453 6,788 2,880 38,297 882
3月 1,755 9,708 23,603 2,481 1,126 1,351 4,539 5,321 2,750 29,468 663
4月 1,948 10,992 24,644 2,624 1,302 1,408 4,716 5,701 2,860 33,718 769
5月 2,030 10,942 22,961 2,511 1,343 1,473 4,754 5,839 2,852 32,424 864
6月 2,108 11,621 24,427 2,590 1,339 1,501 4,905 6,208 2,985 34,916 825
7月 2,249 12,665 24,595 2,530 1,329 1,604 5,150 5,928 3,310 37,607 798
8月 2,326 12,591 25,177 2,533 1,311 1,525 5,238 5,884 3,396 38,628 882
9月 2,328 12,516 23,459 2,467 1,237 1,505 4,870 5,864 3,218 38,068 905

資料出所一覧

国名 国名

Bank of Korea Monthly Statistical Bulletin 政策金利：ベースレート Biro Pusat Statistik Indicatoe Ekonomi 政策金利：BIレート

IMF IFS 株価：ＫＯＳＰＩ指数 Bank Indonesia Laporan Mingguan 株価：ジャカルタ総合指数

Bloomberg L.P. IMF IFS

CEICデータベース ISI　Emerging Market Bloomberg L.P.

行政院 台湾経済論衡 政策金利：公定歩合 CEICデータベース

中華民国統計月報 株価：加権指数 National Statistical Off ice 各種月次統計 政策金利：翌日物借入金利

台湾中央銀行 金融統計月報 IMF IFS 株価：フィリピン総合指数

Bloomberg L.P. Bloomberg L.P.

CEICデータベース CEICデータベース

香港特別行政区政府統計処 香港統計月刊 政策金利：基準貸出金利 中国国家統計局 中国統計年鑑 政策金利：基準貸出金利　1年

香港対外貿易 株価：ハンセン指数 中華人民共和国海関総署 中国海関統計 株価：上海総合指数

Bloomberg L.P. Bloomberg L.P.

CEICデータベース CEICデータベース

Departments of Statistics Monthly Digest of Statistics 政策金利：なし Reserve Bank of India RBI Bulletin 政策金利：レポレート

IMF IFS 株価：ＳＴＩ指数 CMIE Monthly Review 株価：ＳＥＮＳＥＸ指数

Bloomberg L.P. Bloomberg L.P.

CEICデータベース CEICデータベース

Bank of Thailand Monthly Bulletin 政策金利：翌日物レポレート 統計総局 各種月次統計 政策金利：リファイナンスレ
IMF IFS 株価：ＳＥＴ指数 国家銀行 各種月次統計 ート
National Statistical Off ice Bloomberg L.P. IMF IFS 株価：ＶＮ指数

CEICデータベース ISI　Emerging Market Bloomberg L.P.
Bank Negara Malaysia Monthly Statistical Bulletin 政策金利：オーバーナイト政 CEICデータベース
IMF IFS 策金利

Bloomberg L.P. 株価：FTSE　ブルサ・マレー
CEICデータベース シアKLCI指数

※主要経済指標は、2020年10月22日時点で入手したデータに基づいて作成。
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